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一般社団法人 東京都バスケットボール協会  規 約 

 

 第１章 総 則 

（目 的） 

第 １ 条 この規約は、一般社団法人 東京都バスケットボール協会（以下、「本協会」という。）定款

（以下、「定款」という。）第６１条の委任に基づく事項その他本協会の組織及び運営に

必要な事項を定めることを目的とする。 

  

（規約の変更） 

第 ２ 条 この規約又は定款若しくは法令に別段の定めがある場合を除き、本協会は、理事会の決議

によって、この規約を変更することができる。 

  

 第２章 会 員 

（会員の種別） 

第 ３ 条 本協会は、定款第５条第１項に定める会員をもって構成する。 

 ２ 本協会の会員は、公益財団法人日本バスケットボール協会（以下、「ＪＢＡ」という。）若

しくは本協会が実施する事業に参加することができる。 

  

（加盟チームの登録手続） 

第 ４ 条 新たに本協会の加盟チームとなるには、ＪＢＡの定める会員登録管理システムを使用してそ

の登録手続を完了しなければならない。 

 ２ 本協会の加盟チームは、毎年度、ＪＢＡの定める会員登録管理システムを使用してその登

録手続を完了しなければならない。 

  

（登録選手の登録手続） 

第 ５ 条 加盟チームは、毎年度、ＪＢＡの定める会員登録管理システムを使用して、その所属する選

手の登録手続を完了しなければならない。 

 ２ 前項の登録手続に際し、各加盟チームの登録責任者は、当該選手の承諾を得なければな

らない。 

  

（登録コーチの登録手続） 

第 ６ 条 本協会が実施する公式競技会で指揮を執るコーチは、ＪＢＡが定めるコーチ資格を保有し

ていることを要し、かつ、毎年度、ＪＢＡの定める会員登録管理システムを使用して登録手

続を完了しなければならない 

 ２ 加盟チームは、第４条に定める加盟手続に際し、原則として、自己のチームに所属するコーチ

としてＪＢＡが定めるコーチ資格を有する者を１名以上登録するものとし、当該情報が本協

会及び所属する加盟団体等に到達した時に当該コーチの入会手続が完了したものとする。た

だし、当該情報に不当又は不備が発見され、若しくは本協会の理事会において承認が得ら

れない場合はこの限りではない。 

  

（登録審判員の登録手続） 

第 ７ 条 本協会が実施する公式競技会を担当する審判員は、ＪＢＡが定める審判資格を保有して

いることを要し、かつ、毎年度、ＪＢＡの定める会員登録管理システムを使用して登録手続
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を完了しなければならない 

 ２ 加盟チームは、第４条に定める加盟手続に際し、原則として、自己のチームに所属する審判

員としてＪＢＡが定める審判資格を有する者を１名以上登録するものとし、当該情報が本

協会及び所属する加盟団体等に到達した時に当該審判員の入会手続が完了したものとす

る。ただし、当該情報に不当又は不備が発見され、若しくは本協会の理事会において承認が

得られない場合はこの限りではない。 

  

（入会手続） 

第 ８ 条 前四条に定める登録手続は、原則として５月末日までに行うものとし、会員登録管理システ

ムにおける当該情報が本協会及び所属する加盟団体等に到達した時に入会手続が完了し

たものとする。ただし、当該情報に不当又は不備が発見され、若しくは本協会の理事会におい

て承認が得られない場合はこの限りではない。 

  

（賛助会員） 

第 ９ 条 本協会の目的に賛同して、事業を賛助しようとするものは、年会費を拠出して、本協会の賛

助会員となることができる。 

 ２ 本協会の賛助会員になろうとするものは、本協会所定の申込手続を行うものとする。 

 ３ 賛助会員の資格期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとし、年度の途中で入会

する場合は、申込手続が完了した時からとする。 

 ４ 年会費は、個人の賛助会員は１口金 1,000 円、法人・団体の賛助会員は１口金１万円

とし、当該事業年度分の年会費を本協会指定の金融機関に振り込むものとする。 

  

（名誉会員） 

第１０条 社員総会は、会長に対し、本協会に功労のあった者又は学識経験者で、次の基準を満たす

者を名誉会員に推薦することができる。 

  ( 1 ) 理事又は監事経験者のうち、本協会への功績顕著な者 

  ( 2 ) バスケットボール競技において優秀な成績を収め、かつ本協会への功績顕著な者 

  ( 3 ) 前二号に掲げる者の他、本協会に対し、特記すべき功績のあった者 

 ２ 名誉会員に推薦された者は、会長よりその内示があったときに、辞退を申し出ることができる。 

 ３ 本協会は、名誉会員に対し、経費の負担及び開催行事の参加費等を免除することができ

る。 

  

（退 会） 

第１１条 各会員は、本協会所定の退会届を提出して、いつでも退会することができる。ただし、既に納

入された分担金若しくは年会費は返納しない。 

  

（経費の負担） 

第１２条 会員は、毎年５月末日までに、定款第８条所定の分担金を納付する義務を負う。 

 ２ 各会員が納付する分担金の額は、別表第２記載のとおりとする。。 

 ３ 別表第２を変更するには、定款第２１条第２項所定の社員総会の決議を要する。 

  

 第３章 加盟団体等 

（加盟団体等） 
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第１３条 定款第６条第１項に該当する加盟団体及び同条第２項に該当する準加盟団体は、別表

第１記載のとおりとする。 

  

（加盟団体等の加盟手続） 

第１４条 本協会の目的に賛同して、加盟団体等として加盟しようとする団体は、次に掲げる書類を本

協会に提出し、理事会の承認を得なければならない。 

  ( 1 ) 加盟申請書 

  ( 2 ) 規約 

  ( 3 ) 役員名簿 

  ( 4 ) 所属組織一覧表 

  ( 5 ) 当該事業年度の事業計画書及び予算書 

  ( 6 ) 前年度の事業報告書及び決算書 

  ( 7 ) その他参考となる資料 

 ２ 理事会は、前項の加盟申請を行った団体に対し、次に掲げる基準により審査を行うものとす

る。 

  ( 1 ) 地区団体においては、団体名に当該市区町村名を冠し、当該市区町村を単位とする

チーム及び競技者を統轄する唯一の団体として適当な組織を有するものであること 

  ( 2 ) 連盟においては、団体として組織をそなえ、代表の方法、運営、管理その他主要な点

が確定しているもの又は法人で、所属するチーム及び選手の属性に照らし唯一の統轄

団体であること 

  ( 3 ) その他本協会の目的を達成するためにふさわしい団体又は法人であること 

 ３ 理事会は、前項の基準を満たした団体を加盟団体として承認することができる。また、団体の

規模、組織、活動状況等勘案した結果、特別な事情があると認められるものについては、準

加盟団体として承認することができる。 

 ４ 理事会は、準加盟団体が第２項所定の基準を満たした場合は、これを加盟団体として承認

することができる。 

   

（加盟団体等の脱退） 

第１５条 加盟団体等が本協会を脱退しようとする場合は、次に掲げる書類を提出し、理事会の承認

を得なければならない。 

  ( 1 ) 脱退申請書 

  ( 2 ) 脱退理由書 

 ２ 前項の場合のほか、加盟団体等は、次に掲げる事由によってその資格を喪失する。 

  ( 1 ) 加盟団体等の解散 

  ( 2 ) 除名 

   

（除 名） 

第１６条 加盟団体等が次のいずれかに該当するに至ったときは、社員総会の決議によってこれを除名

することができる。 

  ( 1 ) 本協会の定款若しくはこの規約に違反したとき 

  ( 2 ) 本協会の名誉を毀損し、又は本協会の目的に反する行為をしたとき 

  ( 3 ) その他除名すべき正当な事由があるとき 

   

 
第４章 組 織 
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   第１節 総則 

（機 関） 

第１７条 本協会の組織は、次の機関をもって構成する。 

  ( 1 ) 社員 

  ( 2 ) 社員総会 

  ( 3 ) 役員 

  ( 4 ) 理事会 

  ( 5 ) 委員会 

  ( 6 ) 事務局 

   

   第２節 社 員 

（社員の定義） 

第１８条 社員とは、定款第１２条第１項の規定により各加盟団体等から選出された加盟チームで、

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下、「法人法」という。）上の社員とし

て、会員を代表して社員総会で議決を行うものをいう。 

  

（社員の数） 

第１９条 定款第１２条第２項において基準となる加盟チームの数は、在任社員の任期が満了すべき

年の５月３１日現在において各加盟団体等に所属する加盟チームの数とする。 

 ２ 社員の総数は、概ね５０以内とする。 

 ３ 各加盟団体等から選出される社員の数は、別表第３記載のとおりとし、第１項所定の基準

となる加盟チームの数に変動が生じた場合は、理事会の決議によってこれを変更するものとす

る。 

  

（社員の選出） 

第２０条 各加盟団体等は、別表第３所定の数の社員を、在任社員の任期が満了すべき年の６月

末日までに新たに選出するものとする。 

 ２ 各加盟団体等は、その選出した社員が任期の満了前に退任した場合、補欠の社員を選出

することができる。 

 ３ 補欠として選出された社員の任期は、退任した社員の任期の満了する時までとする。 

 ４ 各加盟団体等は、遅滞なく、その選出した社員を本協会に届け出なければならない。 

  

（退 任） 

第２１条 社員は、次の事由により退任する。 

  ( 1 ) 定款第１３条に定める任期が満了した時 

  ( 2 ) 会員の資格を喪失した時 

   

   第３節 社員総会 

（社員総会の権限） 

第２２条 社員総会は、法人法に規定する事項及び定款で定めた事項に限り、決議をすることができ

る。 

  

（社員総会の種類） 

第２３条 本協会の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会の２種類とする。 

 ２ 定時社員総会は、毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催する。 
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 ３ 臨時社員総会は、次の場合に開催する。 

  ( 1 ) 理事会が開催を必要と判断したとき 

  ( 2 ) 総社員の議決権の十分の一以上の議決権を有する社員から、会長に対し、社員総

会の目的である事項及び招集の理由を示して、社員総会の招集の請求があったとき 

  ( 3 ) 前号の規定による請求をした社員が、裁判所の許可を得て、社員総会を招集するとき 

   

（社員総会の招集の決定） 

第２４条 社員総会を招集する場合には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  ( 1 ) 社員総会の日時及び場所 

  ( 2 ) 社員総会の目的である事項 

  ( 3 ) 社員総会に出席しない社員が書面によって議決権を行使（以下、「書面投票」とい

う。）することができることとするときは、その旨 

  ( 4 ) 社員総会に出席しない社員が電磁的方法によって議決権を行使（以下、「電子投

票」という。）することができることとするときは、その旨 

  ( 5 ) 前二項に掲げる事項を定めた場合は、次の事項 

   ア 社員総会参考書類の記載事項 

   イ 書面投票又は電子投票による議決権行使の期限 

  ( 6 ) 代理人による議決権の行使について、代理権を証明する方法、代理人の数その他代

理人による議決権の行使に関する事項 

  ( 7 ) 次に掲げる事項が社員総会の目的である事項であるときは、当該事項に係る議案の

概要（議案が確定していない場合にあっては、その旨） 

   ア 役員等の選任 

   イ 役員等の報酬等 

   ウ 事業の全部の譲渡 

   エ 定款の変更 

   オ 合併 

 ２ 前項各号に掲げる事項の決定は、前条第３項第３号の規定により社員が社員総会を招集

する場合を除き、理事会の決議によらなければならない。 

  

（役員の出席及び説明義務） 

第２５条 理事及び監事は、やむを得ない事由がある場合を除き、社員総会に出席しなければならな

い。 

 ２ 理事及び監事は、社員総会において、社員から特定の事項について説明を求められた場合

には、当該事項について必要な説明をしなければならない。ただし、次に掲げる事由に該当す

るものである場合には、この限りでない。 

  (1) 当該事項が社員総会の目的である事項に関しないものである場合 

  (2) その説明をすることにより社員の共同の利益を著しく害する場合 

  (3) 社員が説明を求めた事項について説明をするために調査をすることが必要である場合 

   ただし、当該社員が社員総会の日より相当の期間前に当該事項を本協会に対して通

知した場合又は当該事項について説明をするために必要な調査が著しく容易である場

合を除くものとする 

  (4) 社員が説明を求めた事項について説明をすることにより本協会その他の者（当該社員

を除く。）の権利を侵害することとなる場合 

  (5) 社員が当該社員総会において実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める

場合 



6 
 

  (6) 前各号に掲げる場合のほか、社員が説明を求めた事項について説明をしないことにつ

き正当な理由がある場合 

   

（議長の権限） 

第２６条 社員総会の議長は、会長がこれに当たる。会長に支障があるときは、あらかじめ理事会におい

て定めた順位により、他の理事が議長となる。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、第２３条第３項第２号又は第３号の規定により招集された社

員総会においては、当該社員総会において社員の中から議長を選出する。 

 ３ 議長は、当該社員総会の秩序を維持し、議事を整理する。 

 ４ 議長は、その命令に従わない者その他当該社員総会の秩序を乱す者を退場させることができ

る。 

  

（議長不信任動議の審議） 

第２７条 議長は、当該議長の不信任の動議の審議に当たっても職務を行うことができる。ただし、議長

が当該社員総会において社員の中から選出されたときは、議長不信任動議を提出することが

できない。 

  

（社員総会議事録） 

第２８条 社員総会の議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成しなければならない。 

 ２ 社員総会の議事録は、議長及び当該社員総会において選出された議事録署名人２名が

署名又は記名押印しなければならない。 

 ３ 社員総会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

  ( 1 ) 社員総会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事、監事又は社員が

社員総会に出席した場合における当該出席の方法を含む。） 

  ( 2 ) 社員総会の議事の経過の要領及びその結果 

  ( 3 ) 次に掲げる規定により社員総会において述べられた意見又は発言があるときは、その意

見又は発言の内容の概要 

   イ 法人法第七十四条第一項 

   ロ 法人法第七十四条第二項 

   ハ 法人法第百二条 

   ニ 法人法第百五条第三項 

   ホ 法人法第百九条第一項 

   ヘ 法人法第百九条第二項 

  ( 4 ) 社員総会に出席した理事及び監事の氏名 

  ( 5 ) 社員総会の議長が存するときは、議長の氏名 

  ( 6 ) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 ４ 定款第２３条の規程により、社員総会の決議があったものとみなされた場合には、社員総会

の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

  ( 1 ) 社員総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

  ( 2 ) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

  ( 3 ) 社員総会の決議があったものとみなされた日 

  ( 4 ) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 ５ 定款第２４条の規程により、社員総会への報告があったものとみなされた場合には、社員総

会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

  ( 1 ) 社員総会への報告があったものとみなされた事項の内容 
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  ( 2 ) 社員総会への報告があったものとみなされた日 

  ( 3 ) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 ６ 社員総会の議事録は、社員総会の日から十年間、本協会の主たる事務所に備え置かなけ

ればならない。 

 ７ 社員及び債権者は、本協会の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができ

る。 

  ( 1 ) 社員総会の議事録が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の

写しの閲覧又は謄写の請求 

  ( 2 ) 社員総会の議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に

記録された事項を法務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

   

   第４節 役 員  

 第１款 総 則 

（役員の資格等） 

第２９条 次に掲げる者は、役員となることができない。 

  ( 1 ) 法人 

  ( 2 ) 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている

者 

  ( 3 ) 法人法若しくは会社法（平成十七年法律第八十六号）の規定に違反し、又は民

事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）第二百五十五条、第二百五十

六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しくは第二百六十二条の罪、外国

倒産処理手続の承認援助に関する法律（平成十二年法律第百二十九号）第六

十五条、第六十六条、第六十八条若しくは第六十九条の罪、会社更生法（平成

十四年法律第百五十四号）第二百六十六条、第二百六十七条、第二百六十九

条から第二百七十一条まで若しくは第二百七十三条の罪若しくは破産法（平成十

六年法律第七十五号）第二百六十五条、第二百六十六条、第二百六十八条か

ら第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の罪を犯し、刑に処せられ、その執

行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

  ( 4 ) 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せら

れ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶

予中の者を除く。） 

 ２ 監事は、本協会の理事、職員又は委員会その他の機関の構成員を兼ねることができない。 

 ３ 役員は、その就任時において満７５歳未満でなければならない。 

  

 第２款 理 事 

（理事の選任及び解任） 

第３０条 理事の選任及び解任は、社員総会の決議によって行う。 

  

（忠実義務） 

第３１条 理事は、法令及び定款並びに社員総会の決議を遵守し、本協会のため忠実にその職務を

行わなければならない。 

  

（競業及び利益相反取引の制限） 

第３２条 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な事実を開示し、その

承認を受けなければならない。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%88%ea%96%40%93%f1%93%f1%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%8c%dc%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025500000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025500000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025500000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%88%ea%93%f1%8b%e3&REF_NAME=%8a%4f%8d%91%93%7c%8e%59%8f%88%97%9d%8e%e8%91%b1%82%cc%8f%b3%94%46%89%87%8f%95%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%93%f1%96%40%88%ea%93%f1%8b%e3&REF_NAME=%8a%4f%8d%91%93%7c%8e%59%8f%88%97%9d%8e%e8%91%b1%82%cc%8f%b3%94%46%89%87%8f%95%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


8 
 

  ( 1 ) 理事が自己又は第三者のために本協会の事業の部類に属する取引をしようとするとき 

  ( 2 ) 理事が自己又は第三者のために本協会と取引をしようとするとき 

  ( 3 ) 本協会が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において本協会と当

該理事との利益が相反する取引をしようとするとき 

 ２ 民法（明治二十九年法律第八十九号）第百八条の規定は、前項の承認を受けた同項

第２号の取引については、適用しない。 

 ３ 第１項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な事実

を理事会に報告しなければならない。 

 ４ 本条における重要な事実とは、次のとおりとする。 

  ( 1 ) 取引をする理由 

  ( 2 ) 取引の内容 

  ( 3 ) 取引の相手、金額、時期、場所 

  ( 4 ) 取引が正当であることを示す参考資料 

  ( 5 ) その他必要事項 

  

 第３款 監 事 

（監事の選任及び解任） 

第３３条 監事の選任及び解任は、社員総会の決議によって行う。ただし、監事を解任する場合の社

員総会の決議は、定款第２１条第２項に定める社員総会の決議によらなければならない。 

  

（監事の選任に関する監事の同意等） 

第３４条 会長は、監事の選任に関する議案を社員総会に提出するには、監事（監事が二人以上あ

る場合にあっては、その過半数）の同意を得なければならない。 

 ２ 監事は、会長に対し、監事の選任を社員総会の目的とすること又は監事の選任に関する議

案を社員総会に提出することを請求することができる。 

  

（監事の選任等についての意見の陳述） 

第３５条 監事は、社員総会において、監事の選任若しくは解任又は辞任について意見を述べることが

できる。 

 ２ 監事を辞任した者は、辞任後最初に招集される社員総会に出席して、辞任した旨及びその

理由を述べることができる。 

  

（監事の職務） 

第３６条 監事は、理事の職務の執行を監査する。監事は、次の各号に該当する場合には、その旨を

速やかに理事会に報告しなければならない。 

  ( 1 ) 理事が不正の行為をしたとき 

  ( 2 ) 理事が不正の行為をするおそれがあるとき 

  ( 3 ) 法令又は定款に違反する事実があるとき 

  ( 4 ) 著しく不当な事実があるとき 

 ２ 監事は、その職務の遂行のため、いつでも理事及び使用人に対して事業の報告を求め、また

本協会の業務及び財産の状況を調査することができる。 

  

（監査計画） 

第３７条 監事は、毎事業年度の始めに、監査の実施日時及び監査事項等についての監査計画を監

事間の協議により作成する。 
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（理事会及び会議への出席） 

第３８条 監事は、理事会及びその他重要な会議に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べな

ければならない。 

 ２ 監事は、前項の理事会及び会議に出席できなかった場合には、議事録、資料等の閲覧を求

めるものとする。 

 

（理事会の招集請求） 

第３９条 監事は、必要があると認めるときは、会長に対して理事会の招集を請求することができる。 

 ２ 前項の規定による請求があった日から五日以内に、その請求があった日から二週間以内の日

を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合は、その請求をした監事は、自

ら理事会を招集することができる。 

  

（社員総会に対する報告義務） 

第４０条 監事は、理事が社員総会に提出する議案、書類等を調査し、法令及び定款に違反する事

項や著しく不当な事項があると認めるときは、その結果を社員総会に報告しなければならな

い。 

  

（計算書類等の監査） 

第４１条 監事は、各事業年度に係る計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び事

業報告並びにこれらの附属明細書を監査し、監査報告を作成しなければならない。 

  

 第４款 役員の報酬等及び費用 

（役員の報酬等） 

第４２条 定款第３１条第１項の規定に基づき、常勤役員に対して支給することができる報酬等（報

酬、賞与その他の職務執行の対価として本協会から受ける財産上の利益をいう。以下同

じ。）については、別に定める「常勤役員報酬基準」による。 

 ２ 常勤役員とは、理事のうち本協会を主たる勤務場所とする会長若しくは専務理事をいう。 

  

（費用等） 

第４３条 定款第３１条第２項の規定に基づき、役員に対する費用の支払いについては、別に定める

「旅費等支給基準」による。 

 ２ 役員に慶弔があった場合の慶弔金の支給等については、別に定める「慶弔規定」による。 

  

   第５節 理事会  

（理事会の開催） 

第４４条 本協会の理事会は、事業年度毎に３月及び５月に開催するほか、次の場合に開催する。 

  ( 1 ) 会長が必要と認めたとき 

  ( 2 ) 会長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって会長に招集の請

求があったとき 

  ( 3 ) 前号の請求があった日から五日以内に、その日から二週間以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知が発せられない場合に、当該請求をした理事が招集したとき 

  ( 4 ) 第３９条の規定により、監事から会長に招集の請求があったとき又は当該監事が招

集したとき 

   



10 
 

（理事会の招集者） 

第４５条 理事会は、前条第３項により理事が招集する場合又は第４項により監事が招集する場合

を除き、会長がこれを招集する。 

 ２ 会長は、前条第２項又は第４項による理事会招集の請求があった場合は、当該請求のあ

った日から二週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集通知を発しなければならない。 

  

（理事会の招集通知） 

第４６条 理事会を招集するには、会議の日時及び場所、目的である事項を記載した書面をもって、理

事会の日の一週間前までに各理事及び各監事に対して通知しなければならない。 

 ２ 会長は、前項の書面による通知の発出に代えて、理事及び監事の承諾を得て、電磁的方

法により通知を発出することができる。 

  

（理事会の議長） 

第４７条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。会長に支障があるときは、あらかじめ理事会において

定めた順位により、他の理事が議長となる。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、第４４条第３項又は第４項後段の規定により招集された理事

会においては、当該理事又は監事が議長となる。 

  

（関係者の出席） 

第４８条 理事会が必要と認めるときは、議事に関係を有する者の出席を求めて、その意見を徴すること

ができる。 

  

（理事会議事録） 

第４９条 理事会の議事録は、書面又は電磁的記録をもって作成しなければならない。 

 ２ 理事会の議事録は、出席した会長、専務理事及び監事が記名押印しなければならない。 

 ３ 理事会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

  ( 1 ) 理事会が開催された日時及び場所（当該場所に存しない理事又は監事が理事会

に出席した場合における当該出席の方法を含む。） 

  ( 2 ) 理事会が次に掲げる招集によるときは、その旨 

   イ 第４４条第２号の規定による会長以外の理事の請求を受けた招集 

   ロ 第４４条第３号の規定による理事の招集 

   ハ 第４４条第４号の規定による監事の請求を受けた招集 

   ニ 第４４条第４号後段の規定による監事の招集 

  ( 3 ) 理事会の議事の経過の要領及びその結果 

  ( 4 ) 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるときは、その理事の氏

名 

  ( 5 ) 次の規定により理事会において述べられた意見又は発言があるときは、その意見又は

発言の内容の概要 

   イ 法人法第９２条第２項の規定による理事の報告 

   ロ 法人法第１００条の規定による監事の報告 

   ハ 法人法第１０１条第１項の規定による監事の意見 

  ( 6 ) 第４７条の規定による議長の氏名 

 ４ 定款第３９条の規定により理事会の決議があったとみなされた場合には、理事会の議事録

は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

  ( 1 ) 理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 
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  ( 2 ) 前号の事項を提案した理事の氏名 

  ( 3 ) 理事会の決議があったものとみなされた日 

  ( 4 ) 議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

 ５ 定款第４０条の規定により理事会への報告を要しないものとされた場合には、理事会の議

事録は、次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。 

  ( 1 ) 理事会への報告を要しないものとされた事項の内容 

  ( 2 ) 理事会への報告を要しないものとされた日 

  ( 3 ) 議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名 

   

（理事会の権限） 

第５０条 理事会は、本協会の業務執行を決定し、理事の職務の執行を監督するとともに代表理事

及び業務執行理事の選定及び解職を行う。 

  

（常務会） 

第５１条 本協会に、会長、副会長、専務理事及び常務理事によって構成される常務会を置く。 

 ２ 理事会は、定款第３５条第２項に定める事項を除き、常務に属する業務執行の決定を常

務会に委任することができる。 

  

（報 告） 

第５２条 定款第２８条第５項の規定に基づき、会長、専務理事及び常務理事は、次に掲げる各自

の職務の執行状況等について、理事会に報告しなければならない。 

  ( 1 ) 部門別の事業活動の概況 

  ( 2 ) 決算（月次、四半期、半期、年度） 

  ( 3 ) 事業報告（四半期、半期、年度） 

  ( 4 ) 重要事項についての報告 

  ( 5 ) 関係団体等に対する届出等のうち特に重要なもの 

  ( 6 ) 各種委員会その他重要組織の活動状況 

  ( 7 ) 理事会の決議事項のうち特に重要な事項の経過 

  ( 8 ) その他理事会から報告を求められた事項 

   

   第６節 委員会  

（委員会の設置） 

第５３条 本協会は、定款第５６条の規定に基づき委員会を設置するものとし、その名称及び任務

は、別表第４記載のとおりとする。 

 ２ 各委員会は、委員長１名及び若干名の委員をもって構成する。 

 ３ 各委員会の委員は、理事会の選任決議を経て、会長が委嘱する。 

 ４ 各委員会の委員が次のいずれかに該当するに至ったときは、理事会の決議をもって、これを解

任することができる。 

 ( 1 ) 本協会の定款若しくはこの規約に違反したとき 

 ( 2 ) 本協会の名誉を毀損し、又は本協会の目的に反する行為をしたとき 

 ( 3 ) その他解任すべき正当な事由があるとき 

 ５ 倫理委員会については、本協会倫理規程に基づき、理事会の決議によって「倫理委員会規

程」を定める。 

  

（委員の任期） 
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第５４条 各委員会の委員長及び委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、任期の満了後

においても、後任者が就任するまでは、その職務を行うものとする。 

 ２ 任期の満了前に退任した委員の補欠として、又は増員により就任した委員の任期は、退任

した委員又は他の委員の任期の満了する時までとする。 

（委員会の運営） 

第５５条 各委員会の会議は、当該委員会の委員長がこれを招集し、その議長となる。 

 ２ 各委員会の迅速かつ円滑な活動を図るため、理事会の決議をもって、各委員会ごとに１名

の担当理事を置く。 

 ３ 各委員会は、担当理事と密接な連絡をとり、理事会の決議に従って誠実にその任務を遂行

しなければならない。 

  

   第７節 事務局  

（事務局の設置） 

第５６条 本協会は、定款第５５条の規定に基づき事務局を設置し、専務理事が統轄する。 

  

（事務局の業務） 

第５７条 事務局は以下の業務を行う。 

  ( 1 ) 会員、役員、各委員会、加盟団体等その他関係諸団体との連絡調整に関すること 

  ( 2 ) 会員の登録に関する事務及び会員に関する諸資料の整理・保管 

  ( 3 ) 社員総会、理事会、各委員会等の招集及び開催に関する事務 

  ( 4 ) 定款その他の帳簿、書類及び発簡文書、来簡文書の整理・保管 

  ( 5 ) 予算、決算に関すること及び現金預金の出納・保管、諸経費の支出、その他経理に

関する事務並びに会計に関する諸資料の整理・保管 

  ( 6 ) 公印及び備品、図書の管理、その他事務所として必要な管理事務 

  ( 7 ) その他理事会で定める業務 

   

（職員の就業規則、処遇等） 

第５８条 職員の就業規則、処遇（給与、退職金支給等）については、別に定める「事務局職員就

業規則」による。 

  

（職員の禁止行為） 

第５９条 職員は、次に掲げる行為をしてはならない。 

  ( 1 ) 本協会の名誉を毀損し、又は利益を害すること 

  ( 2 ) 業務上知り得た秘密を他に漏らすこと 

  ( 3 ) 許可なく他の事業に従事すること 

   

 第５章 事 業 

（基本方針） 

第６０条 本協会は、定款第３条に定める目的を達成するため、将来性を有する選手の発掘及び強

化育成、指導者・審判員の技術向上を図り、もってバスケットボール競技の普及に努めること

を基本方針として、定款第４条に掲げる事業を行う。 

  

（各種大会及び競技会） 

第６１条 本協会が実施する各種大会及び競技会の種類は、次のとおりとする。 
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  ( 1 ) 主催 本協会の名義において開催する競技会 

  ( 2 ) 共催 共同の名義において開催する競技会 

  ( 3 ) 主管 運営の委託を受けて実施する競技会 

  ( 4 ) 後援 他の団体等が開催する競技会を支援すること 

（事業に関わる権利） 

第６２条 本協会のロゴマークを別紙のとおり定め、これを使用した商品を製造販売する権利（以下、

「商品化権」という。）は本協会に専属的に帰属する。 

 ２ 本協会は、前項の権利を第三者に使用許諾することができる。 

  

 第６章 資産及び会計 

（資産の管理及び運用） 

第６３条 本協会の財産の管理及び運用は、定款第４７条の規定に基づき、本協会の目的を達成す

るために最善と考えられる方法により会長が行う。 

 ２ 会長は、前項に規定する財産の管理及び運用に際し、善良な管理者の注意をもって適正な

維持管理に努めなければならない。 

  

（会計の原則） 

第６４条 本協会の会計は、一般に公正妥当と認められる会計の基準その他の会計の慣行をしん酌し

なければならない。 

  

 第７章 補 則 

（法令の準拠） 

第６５条 定款または本規約に定めのない事項については、すべて法人法その他の法令の定めるところ

による。 

  

附  則 本規約は、平成２９年４月２７日から施行する。 

   

 

 



別表第１

地 区 団 体

連 盟

準 加 盟 団 体

加盟団体等

公益社団法人ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ

一般社団法人ジャパン・バスケットボールリーグ

一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ

東京都専門学校バスケットボール連盟

関東大学男子バスケットボール連盟(東京)

関東大学女子バスケットボール連盟(東京)

東京都IDバスケットボール連盟

東京都高等専門学校バスケットボール連盟

東京都ミニバスケットボール連盟

東京都社会人バスケットボール連盟

東京都高等学校体育連盟男子バスケットボール専門部

東京都高等学校体育連盟バスケットボール女子専門部

東京都高等学校体育連盟定時制通信制バスケットボール専門部

東京都中学校体育連盟バスケットボール部



別表第２

地区団体

連 盟

準加盟団体

登録審判員

登録コーチ

(F)

200 200

2,500 1,200 1,000

2,000 700 500 300 600

1,000

1,000

500

1,000

1,000

なし

10,000

10,000

4,000

10,000

10,000

なし

4,000

2,500

1,000

10,000

1,000

500

500

500

500

0

1,000

一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ

関東大学女子バスケットボール連盟(東京)

東京都IDバスケットボール連盟

東京都高等専門学校バスケットボール連盟

公益社団法人ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ

一般社団法人ジャパン・バスケットボールリーグ

東京都高等学校体育連盟定時制通信制バスケットボール専門部

東京都中学校体育連盟バスケットボール部

東京都ミニバスケットボール連盟

東京都専門学校バスケットボール連盟

関東大学男子バスケットボール連盟(東京)

東京都社会人バスケットボール連盟

東京都高等学校体育連盟男子バスケットボール専門部

東京都高等学校体育連盟バスケットボール女子専門部

10,000

4,000

4,000

分担金

加盟チーム 登録選手

（円） （円）

2,000

S級 A級 B級 C級

（円）

S級

E級

（円）

5,000 5,000 4,000 3,000 1,000

A級 B級 C級 D級 E-2級E-1級

D級



別表第３ 各加盟団体等選出社員数

選出社員数

（人）

地 区 団 体

連 盟 4

4

4

3

4

4

2

準 加 盟 団 体

1

1

0

公益社団法人ジャパン・プロフェッショナル・バスケットボールリーグ

一般社団法人ジャパン・バスケットボールリーグ

一般社団法人バスケットボール女子日本リーグ

1

0

東京都高等専門学校バスケットボール連盟

東京都ミニバスケットボール連盟

東京都専門学校バスケットボール連盟

関東大学男子バスケットボール連盟(東京)

関東大学女子バスケットボール連盟(東京)

東京都IDバスケットボール連盟

東京都社会人バスケットボール連盟

東京都高等学校体育連盟男子バスケットボール専門部

東京都高等学校体育連盟バスケットボール女子専門部

東京都高等学校体育連盟定時制通信制バスケットボール専門部

東京都中学校体育連盟バスケットボール部



別表第４

① 各会議に関する準備、事務
② 各大会に関する準備、事務
③ 表彰に関すること
④ ＪＢＡ及び関係諸団体との連絡調整など、運営に関すること

① 予算、決算に関すること
② 各大会に関する収支管理
③ JＢＡ及び関係諸団体との収支管理

① 会場、組み合わせ抽選に関すること
② 大会用具に関すること
③ 大会、試合進行に関すること

① 大会の審判、T.Oに関すること
② 審判の育成、講習会、研修会に関すること
③ ＪＢＡ及び関係諸団体審判部との連絡調整など、運営に関すること

① 各大会の報道に関すること
② 記録保存、広告の確保等

① 各連盟の選手及び連盟の強化に関すること
② 国体等、選手選抜、指導に関すること
③ 世代別選手の育成に関すること

① 各連盟の選手及び指導者の育成、資質の向上に関すること
② バスケットボールの調査研究、普及振興に関すること

① 指導者の養成、講習会、研修会に関すること
② コーチ登録の承認、個人登録データ管理

３×３委員会

① 所属連盟・地区協会等の連携・スケジュール調整を目指す
② 競技会日程・内容規模等の見直し、競技会の整理・監理の実施等

① 東京都所属のトップリーグチームとの連携を図る
② ＴＯ等補助役員派遣協力
③ 練習試合等の審判派遣

倫理委員会

競技会委員会

トップリーグ連携委員会

倫理規定に関すること

強化・育成委員会

委員会

３×３の運営全般に取り組む

総務委員会

財務委員会

競技委員会

審判委員会

広報委員会

普及委員会

指導者養成委員会


